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—起業公債発行問題をめぐって (1) -
戒
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はじめに
わが国が現在世界の中で一流の工業製品の生産国になったのは，周知のよう
に，明治維新以来西欧から導入した科学を見事に活用したからである。しかし
それは科学や工業生産の分野に限られたことではない。近代的社会発展の要因
である法律・政治・経済等の諸制度の導入についても同じことが言えるであろ
う。幕末における西欧自然科学及び技術の移入の偏重から脱却して人文・社会
科学知識の本格的な導入が行われるようになったのも明治維新以降のことであ
る。その中には洋の東西を問わず，人間社会に共通した普逼的知識とそれに基
ずく制度， 例えば大部分の法律や租税制度のように， 体系的であるか， 或い
は洗練されているか否か等々の違いはあっても，激しい文化的摩擦を生ぜしめ
るほどではなかった西欧移入制度もあった。しかしながら，一方において永い
慣習に培われ形成されたわが国人民の日常の意識と著しく乖離した制度もあっ
た。その中のひとつが公債制度である。
西欧公債制度のわが国への導入過程についての研究は筆者も別稿！）で取り扱
ったが，その制度の具体的な活用をめぐる諸問題について取り挙げた研究が殆
ど見られない。本稿では，わが国最初の公募公債である明治11年の起業公債の
発行を通して公債制度が定着する過程と，その間に生じた人々の公債に関する
1)拙稿「わが国における国債制度の導入と国債思想」（関西大学「経済論集」第39巻第
4• 5合併号， 1989年12月）。
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意識の変化とを考察し，続いて明治13年に内閣を揺るがせた所謂幻の外債発行
問題を採り上げて，それの賛否両論の渦巻くなかで懐夷思想に彩られた日本人
の感覚的外債思想から論理的外債思想への変化を，当時の公文書，新聞，雑誌
等の資料を使って検討したものである。なおそれらの分析と共に，欧米列強の
対立する利害と干渉の最中にあった厳しい国際環境の下で，わが国政府は海外
の日本財政に関する論調に強く注目しながら，いかに近代的公債制度の定着に
努力したかも拙論で描いてみた。
I . 政府部内に於ける起業公債の発行の手順と経緯
薩摩の反乱が鎮圧されてから約半年経過した明治11年3月7日，大蔵卿大隈
重信は太政大臣三条実美に「内国債募集之儀二付上申」した。
此度内国債ヲ起シ度旨趣ハ第一其募集金額ヲ以テ種々ナル急要ノ事業，則
チ運輸ノ便ヲ開ク事ヨリ農業製造等ノ奨励二至ル迄ヲ創建施設ス）レノ資用
二充テ，随テ海内衆民並士族ヲシテ間接直接卜無ク，或ハ自立植産ノ道ニ
就カシメ，其他諸銀行ヲシテ能ク存立シ，因テ以テ大二内外ノ商売上二稗
益スル所アラシム）レ等種々ノ効績ヲ収メ度儀二有之。右ハ去）レ八年以来両
度二建議仕侯如ク，運輸ノ便ヲ開クハ実二本邦ノ急務ニテ爾来陸海トモ鉄
道汽船其他ノ事業追々着手ノ運二到リ候得共，未夕以テ足レリト為スベカ
ラザル次第二付猶オ此上弥ヽ拡張シ候様致度。即チ京阪間鉄道ノ如キ其線
，路ヲ延へ大津駅二及ボシ，以テ琵琶湖通航ノ船舶二接シ又該湖ノ北岸汐津
若シクハ今津ヲ経由シ夫レヨリ直チニ敦賀港二達シ，遠隔ノ地方ー朝彼此
相交通運漕スル事ヲ得）レノ挙ヲ始メ其他新潟港ノ疏盤建築ヨリ自余便宜ノ
地二於テ運河ヲ浚へ漕渠ヲ穿チ，及ヒ通路ヲ開キ峻阪ヲ平カニスル等ノ事
ニ至）レ迄，凡ソ運輸ノ事二於テ彼此相関渉スルモノハ暫次見計ヲ以テ夫レ
＞着手致度。畢党右建議中ニモ反復丁寧セル如ク，運輸ノ開否ハ実二国家
ノ隆替二関シ，就中本邦ノ如キハ天然地形ノ然ラシム）レ所， 自カラ海運二
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於テ尤モ以テ注意経営ヲ要シ，而テ海運ノ利ハ常二陸運ノ利アルニ因テ弥
々其効ヲ見｝レモノトス。嚢日務メテ三菱会社ヲ保存護全スルノ策ヲ首唱仕
候モ更二別条無之候慮，幸ニシテ其策適中シ遂二今日ノ盛大ヲ見ルニ至レ
リト雖トモ，惜カナ之卜脈絡関係ノ物件即チ沿海諸港口並其各地方トノ諸
通路二至テハ猶オ依然改良セス。或ハ碇泊積載等ノ便ヲ妨ケ，或ハ百貨ヲ
シテ港口二輻躾セシムルノ道ヲ障ヘル等ノ事アルヤ，是レ特二将来二於
テ其盛大ヲ必スベカラザルノミナラス，又焉ンゾ能ク其衰頬ノ患無キヲ保
タンヤ。故二荀モ之ガ計ヲ為サバ前段鉄道ノ延線其他ノ如キハ到底至要避
クベカラザルノ挙タル萬疑ヲ容レザルベシ。此外新規着手ノ事業許多アリ
卜雖トモ，差向キ秋田並開拓使管轄地方ノ開鉱事業ヲ始メ奥羽地方ノ瞭野
二開拓ヲ作シ堀割ヲ起シ，及ヒ被ラシムルニ牧畜ヲ以テスルノ挙及ヒ全国
中便宜ノ地二於テ適当ノ諸製造所ヲ建設スル等ノ如キ復ク以テ急二着手セ
スンバアルベカラス。畢覚荀モ利源ヲ発達シ農業ヲ拡張シ製造事業ヲ奨励
シ以テ内地ノ物産ヲ増殖シ一国ノ富饒ヲ盛大ニスベキノ挙二至テハ本邦今
日ノ急務クル事素ヨリ愚ノ嗽々ヲ待タス。維新以来廃藩置県等制度風俗ノ
大変遷ヲ承ケ，海内ノ商工等或ハ方向二迷ヒ或ハ職業ヲ失ヒ概シテ疲弊衰
萎ノ色無シトセス。就中士族ノ如キー旦禄制ノ改革二際会シ，岐二泣キ津
ヲ問フノ徒行ク行ク将二所在輩出セントスルノ勢アリ。是等族人ノ為メ何
等就産ノ鍼路ヲ指示スベキハ復夕事ノ必要避クベカラザルモノニ可有之。
然而テ全国中元入ノ場所就産ノ方法猶オ稀少如此ノ甚シキニ至ルトキハ，
則チ追々金禄ノ元金下付ノ際二当テハ之ヲ運用活動スルニ道無キノ至リ，
其勢挙ゲテ以テ之ヲ洪手坐食二消屎スルノ外更二他術無カルベシ。荀モ然
ラバ其永ク自立ノ道二遠カリ。遂二流亡ノ困難ヲ取ルハ眼前必至ノ儀二
テ，抑又憫然ノ至リナリ。其他銀行ノ如キ当今如此ノ繁興ヲ致スト雖ト
モ，是又商売製造ノ事業微々振ハザルノ致ス所，遂二其資本運用ノ道二乏
シキヤ行グ行ク将サニ各銀行ノ存立得テ保ツベカラザラントスルノミナラ
ス，現二所謂資本ノ流動ヲシテ空シク凝滞塑塞二帰シテ止マシムルハ一般
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ノ通弊ニシテ復夕事ノ惜ムベキモノニ非スヤ。故二今ノ際二当リ政府断然
前段種々ノ事業ヲ首唱興建スルトキハ則チ海内ヲ挙ゲ既職工其他ノ因ヲ以
テ生計ヲ保チ，産業ヲ得富裕ヲ致スモノ幾千萬ヲ以テ算フベキハ固ヨリ言
ヲ待タス。又士族ヲシテ或ハ其業二就キ或ハ其金ヲ入レ為メニ植産ノ道ヲ
得永ク自立力食スル所アラシメ，銀行ハ則チ為メニ多少ノ借主得意先等ヲ
引致シ，資本運用ノ方ヲ盛スヲ得，以テ相当ノ利ヲ収メ公私ノ益ヲ営ミ，
而テ一方二於テハ既己二商売ノ繁昌ヲ致スノ実アルノミナラス，諸事業ノ
創建上二於テ亦随テー層ノ盛大ヲ見ルニ至ル等，其便利勝ゲテ言フベカラ
ザルモノアリ。然ラバ則チ今ノ際二当テ前段種々ノ事業ヲ創起スル盤ニー
日モ忽カセニスベケンヤ。但シ是等事業ヲ創起スルヤ都テ莫大ノ費用ヲ要
シ到底人民ノ容易二従事スル能ハザル所，必スヤ官二於テ百方経営スベキ
所タルハ既二前述建議中棲陳セル所ノ如クナレドモ，目今費途極メテ多端
ノ際既二通常経費ノ能ク支給スル所二非ス。其他別二適当ノ良方モ無之折
柄二付詰リ新タニ内国債ヲ募集シ以テ右ノ資用二供シ候外有之間敷。一体
国債ノ件二付テハ前述建議中ニモ陳述スル如ク，其要ーニ会計出納ノ実況
ヲ深察シ併セテ其使用消却ノ方法如何二在ルモノナレバ，現今ノ際別冊方
法書ノ通リ募債施行致シ候儀ハ随分会計上ノ目途二於テ差支等無之ノミナ
ラス募集金額ノ儀ハ都テ之ヲ回産復生ノ資本二活用スルトキハ即チ数年ノ
後若干ノ利分起生スルハ舎テ論セス。所謂一国ノ財貨屹度克実シ政府ノ収
入亦随テ増加スルハ自然ノ理勢ニテ労以テ事機失フベカラザル儀卜篤信仕
候間，此際断然御施行相成可。然尤モ前段種々ノ事業ヲ実際創起スルニ至
テハ自カラ内務工部其他ノ主掌官府アリ，宜シク内閣二於テ夫レヽ虞分ア
リテ要其成効ヲ期シテ止ムベシ。抑此度募債ノ手続ハ別冊二棲述セル如ク
是迄トハ相替リ，一般人民ヲ奨勤シ各自出金致サセ候膵卜申シ且ツ銀行二
委任シテ此事ヲ取扱ハシムル等全ク新規ノ儀二付テハ最初募債施行シ然｝レ
ベキ旨裁可並委任ヲ得，及ヒ其事一般へ公布相成リタル上嘗省二於テ次ヲ
追ヒ夫レ>施行シ候通リ無之テハ施設ノ順序二於テ不都合等不勘次第二付
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別冊概略ノ調査ヲ遂ケ稟申仕候間，御裁可之上御委任等相成候様致度。勿
論右二漏レタル詳細ノ件々並実地施行上二於テ更二上申ヲ遂ケ又ハ伺ヲ経
テ施行スベキ儀モ可有之候得共，此節ノ儀ハ右様手続等相替リ居且ツ前述
施設ノ順序ハ既二欧洲諸邦ノ類例モ有之候事故，只管前段云々ノ裁可其他
ヲ請フ為メ先以テ別冊概略書並御委任状案御布告案トモ相添此段相伺候
間，至急何分之御指揮奉仰候也鸞（旬読点は引用者）
維新後明治10年までに発行されたわが国の内国債は制度変更債と通貨整理債
で，それらは維新政府に秩禄と通貨について債権を有する者への交付債であっ
た。今回の財源調達債としての起業公債の発行は，まさに「是迄トハ相替リー
般人民ヲ奨勧シ各自出金致サセ候繹卜申シ且ツ銀行二委任シテ此事ヲ取扱ハシ
ムル等全ク新規ノ儀」であった。
同年3月16日に提出された「内国債募集二付キ大蔵卿へ御委任状案」3)には
「見込金高壱千咸百五拾萬闘ノ内国債ヲ起ス事ヲ承認シ此事ヲ実地施行セシム
ルニ付キ委任スル所ノ要件」 として，「実高ハ百園二付八拾圃二下ラザル様利
息ハ六分二上ラザル様期限ハニ十五箇年ヲ葱ラザル様」（第1条），募集につい
ては「ーニ相嘗ノ銀行二委任シテ之ヲ取扱ハシムベキ事」（第2条）4)' 「公債證書
ノ製方，雛形並二発行ノ手続消却ノ規則等ハ追テ（中略）布達スベキ事」（第3条）
が列記されていた。
また「内国債募集二付キ御布告」の原案5)は次のような文章であった。
2) 『公文録』明治1年3月大蔵省伺。「岩倉文書J66. 『大隈文苔』 A2416。但し『大隈
文書」には 13付けがない。
3)同『公文録』及び『岩倉文書』。
4) 18日に承認された委任状の第2條（『太政類典」第3編第76巻 理財 国債及紙幣ー）
では「一々相当ノ銀行」と誤記されている。元々「委任状（案）」の第2条は「上申」
の付帯文で5条から成る「内国債募集二付テノ手続方法概略」の第3条の文章であっ
た。
5) 『岩倉文書」 66,
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今般務メテ国中公益ノ諸事業ヲ振起シ弥々物産ノ繁殖ヲ謀リ内外ノ商売ヲ
盛ンニス）レ為メ新タニ壱千咸百五拾萬圃ノ内国債ヲ起シ其費用二共スル事
二被決定右募債方一切大蔵省へ委任相成候二付追テ詳細ノ儀同省ヨリ可及
布達候条此旨布告候事
明治十一年月 日 太政大臣三条賓美
「大蔵省職制事務章程」（明治8年1月25日改正）6) の「卿ノ意見ヲ具シ上奏裁
可ヲ経テ然｝レ後施行ス」る上款「第11条 内外国債ヲ興シ及其年限利子ヲ定ム
ル事」にもとづき，明確な国家意思としてわが国最初の起業公債発行の起案に
重要な役割を果たしたのは，大蔵卿大隈重信，大蔵大輔松方正義，大書記官（初
代国債局長）郷純造， 少書記官土山盛有，（国債局兼務）岩崎小二郎等”であった
が，とりわけイギリスで経済学を勉強し，大蔵省のスタッフの中でも国債理論
に関して最も造詣の深い，当時30歳の働き盛りの岩崎が実務的作業の中心人物
であったように思われる8)。
同月18日，太政官から大隈大蔵卿へ「内国債施行委任状」が交付9)されると
6) 「大隈文書」 A2230。
7) 「明治1年2月5日改正 大蔵省職員録」参照。
8)元大村藩士岩崎小次郎藤原道行 (1846-95)は明治3年12月黒田清隆開拓次官の欧州
及び支那派遣に随行，翌4年7月19日「岩崎権少史ヲ英国二滞在セシム」という許可
を得て（『公文録」壬申4月文部省伺） 7年7月まで英国留学， ロンドン滞在中馬場
辰猪らと「共存同衆会」を組織し，帰国後大蔵省国債寮六等出仕（明治8年8月任）
の頃，同会の一員の資格で生産公債の発行を積極的に主張した。（前掲，拙稿196-7
ペー ジ参照）。なお，岩崎の・略歴に関しては， 『大蔵省人名録』（昭和45年， 大蔵財務
協会） 22ページ，及び「秋田人名大事典』（昭和49年，秋田魁新報社） 445ぺ＿ジ。小
伝に関しては，似田達雄「岩崎小二郎」（大村史談会編「大村史談 下巻』昭和49年，
非売品）参照。
9)「十一年三月十八H
大蔵卿大隈重信へ委任状
今般申建ノ旨趣二基キ新タニ見込金高壷千氏百五拾万円ノ内国債ヲ起ス事ヲ承認シ
此事ヲ寅地施行セシムルニ付委任スル所ノ要件左ノ如シ 」
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共に，「御布告」の大蔵省原案は一部字句修正ののち廟議によって承認された。
それが4月30日に公布された太政官第 7号布告である10)0 
翌 5月 1日には大蔵省布達甲第13号をもって起業公債證書発行条例の決定と
募集が公布され， ここに日本「国民最初の経験たりし」II)公募内国債が産声を
あげた。発行額1,250万円，利率6彩，額面価格は500円・ 100円 ・50円の三
種，利札付き，償還期間は 2年据置き23カ年（第1条）12), 無記名， 外国人を除
いて譲渡・売買・質入・相続自由（第2条）， 事務取扱機関を第一国立銀行と三
井銀行に委任（第3条），抽選償還（第4条）がこの公債の発行条件である。当該条
例に関連して募集及び元利支払機関の両銀行へ大蔵卿の「示達」と第一次及び
第二次「命令状」が同月 2日に発せられた。そしてこれらの三文書は発行条例
第 3条「追テ新聞紙等ヲ以テ広告二及プベシ」という規定により両銀行から出
された「起業公債募集公告文」に転載されたものである。大蔵卿の両銀行への
「示達」13)(句読点は引用者）はいう，
今般内国債ヲ募集セラルヽノ大旨ハ既二本年第七号ノ公布ヲ以テ告示セラ
レタリト雖，尚オ其起業ノ目的等ヲ提記センニ，本邦従来農ヲ以テ国ヲ立
テ頗）レ其効績ヲ顕ハスト雖，全国中現二耕植二宜シキ田ニシテ久シク草莱
10)「今般全国中公益ノ事業ヲ興シ物産繁殖ノ道ヲ開キ内外ノ商賣ヲ盛ンニスルクメ新
クニ窒千二百五拾萬圏ノ内国債ヲ起シ其費用二共スヘキニ被決定右募債方一切大蔵
卿へ御委任相成候條此旨布告候事
但詳細ノ儀ハ大蔵卿ヨリ可及布達候事
明治十一年四月三十日 太政大臣三條賓美」
11) 「第一銀行五十年史稿 第三」 29ペー ジ。
12) 4月25日付き大蔵省伺で太政官に採決を要請した起業公債証書発行条例案並びに布達
案，第一国立銀行及び三井銀行への命令状案の中で発行条例第1条第1節の公債元金
据置年限については， 原案（「内国債募集二付テノ手続方法概略」第2条）の「五箇
年間据置」を「三ケ年短縮シ大二債主二便益ヲ奥へ」るべく修正され， 27日に可決さ
れた。（「太政類典」第3編第76巻理財 国債及紙幣ー及び『公文録」明治11年4月
大蔵省伺．）
13) 「岩倉文書」 76。
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二委シ牧畜二佳ナル野ニシテ，猶オ碗痩二属スルモノ多シ。嘗テ試ミニ土
地人口二就テ之ヲ験スルニ全国ノ面積大約咸萬四千八百方里ノ多キニ居Jレ
モ，其耕地ハ凡戴千七百餘方里ニシテ僅力二十分ノー強ノ割合二過キス。
而テ人ロハ三千四百三拾八萬八千三百餘人二内千五百六拾三萬六千百餘人
ヲ農トシ， 即チ十分ノ四半強ノ割合ナリトス。則チ盪二之ヲ地二遺利ア
リ，民二餘カアリト謂ハザルベケンヤ。其然Jレ所以ヲ推考スレバ，復夕唯
運輸ノ便能ク開ケスシテ其産出スル物動モスレバー所二凝滞シテ各地二融
通セス。遂二其利用若シクハ価格ヲ亡失スルニ至ルノ弊多キニ居レリト
ス。而テ又斯二他ノ商工モ随テ販禦製作等ノ職業ヲ盛大ニスル由シ無キ所
以ノ賓アル事推シテ知ルベキナリ。又本邦ノ鉱山二富ムハ夙二著名ナリト
雖トモ， 資本器械ノ充足セザルトハ人民ノ此業二習練スルノ少キトニ由
リ，或ハ之二従事スル者アルモ多クハ充分ノ利ヲ収ムル能ハス。其甚シキ
ハ多少ノ収益ヲ確認スベキ良坑アルモ措テ之ヲ不問二付スルニ至レリ。且
ツ方今ノ際銀行諸会社ノ如キ梢繁興ノ運二赴ケリト雖トモ，之ヲ要スルニ
商賣製作ノ事依稀振ハスシテ運用活動道二乏シキヲ以テ動モスレバ其積集
ノ資本ヲシテ空シク凝滞二委セシムルノ現状無キ能ハザル所以ノモノハ他
無シ。復ク物産繁殖ノ源未夕開ケス，融通運輸ノ道能ク通セザルヲ以テ其
交互連貫相待テ進歩スルヲ得ザルノ故二坐スルノミ。故二今ノ際二嘗テ本
邦ノ計ヲ為スニ幾二又務メテ海門ヲ修繕シ陸路ヲ開通シ以テ往来運輸ノ便
ヲ披張シ併セテ諸鉱坑ノ開採並二開墾牧畜其他ノ農事ヲ振起改良シ以テ百
貨物産ノ増殖ヲ謀ルニ過キタルモノアランヤ。是レ実二今日ノ急務ニシテ
其起業ヲ渇望スル蓋シー日二非ザルナリ。今ヤ政府方サニ観察採揮スル所
アリ。右等ノ事業ヲシテ大二振作スル所アラシメントス。而テ是レ原卜巨
額ノ費途ヲ要シ，曾テ賦税其他ノ能ク排了スル所二非ザルヲ以テ百方之ヲ
経壷シ終二此公債ヲ起シ募集スル所ノ金額ヲ以テ悉ク此費途二供スル事ヲ
議決セリ。蓋シ此起業クル施為其宜シキヲ得ルニ於テヤ乃チ殖産ノ利源
ヲ開キ商賣ノ隆運ヲ賛シ，終二全国ノ富寅ト一般ノ幸福トヲ組成スルノ基
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本クル事復夕疑ヲ容レザル所ナリ。若夫レ此公債ノ如キハ既二政府ノ信憑
ヲ以テ発行セル利付ノ債券ナレバ，之ヲ有スル者ハ坐カラ自個ノ儲蓄ヲ増
殖スルヲ得，而テ其募集二充ツル所ノ金額ハ翻テ国家富賓ノ資用二供シ以
テ一般ノ便益ヲ増スルヲ得，富者ハ之二由テ其蓄積ノ賓貨ヲ閑却シテ互礫
ト同視スルノ弊無ク，貧者ハ之二由テ各々其應分ノカ役二就キ始終生産ヲ
保ツノ益アル等，其便利昭々乎トシテ蔽フベカラザルモノアリ。肋テ今愛
二起業ノ部類並二此公債ノ費途概目ヲ掲示スル事此ノ如シ。
第一 西京大坂間ノ鉄道線ヲ延ヘテ直チニ敦賀港二達スル事
第二新潟並二石ノ巻等ノ諸港ヲ疏竪修繕シ及ヒ各地要用ノ陸路阪道ヲ
開通削平スル事
第三 秋田縣下院内阿仁其他ノ鉱山開採ヲ改良シ及ヒ銀銅製煉所ヲ設立
スル事
第四 北海道岩内幌内ノ炭坑ヲ開竪スル事
第五 諸瞭野ヲ開墾シ及ビ牧畜其他ノ農事ヲ興起改良スル事
右数項ノ起業ハ此公債募集ノ暴卜共二順次着手シ大小難易二由リ遅速アル
ベシト雖トモ，大抵三年乃至五年迄ニシテ竣功ヲ見ルノ目的ナリ。而テ此
公債募集ノ金額ハ決シテ他二消費セス，悉ク畢ケテ以テ右等ノ起業二充ツ
ルハ既二確定シテ動ク事ナシト雖トモ，其之ヲ各起業二分附スルノ割合ハ
実際二於テ多少掛酌スル所無キ能ハザルヲ以テ暫ク之ヲ明示セス。尤モ右
起業上ノ計算ハ着手ノ初メヨリ殊二之ヲ詳明ニシ，毎年其進歩ノ景状卜収
出ノ計算トヲ公示スベシ。且ツ此公債元利ノ支消ハ右等起業二於テ回収ス
ル所ノ利益ヲ以テ之二充ツル見込ナリト雖トモ起業創始ノ際二嘗テハ固ヨ
リ其収益ヲ見｝レ能ハザルノミナラズ又右ノ起業中ニハ全般ノ殖益ヲ主トシ
テ該業ノ得失ノミニ閥セザルノ類アルヲ以テ此公債ノ元利彿戻シノ目的ハ
原卜大蔵省二於テ別二計算ノ在ル有リ。追テ本年度ノ歳入出豫算公布ノ日
ヲ待テ之ヲ詳悉スベシ。
右ノ通為心得示達候條儒認盛力可致候事。
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明治十一年五月二日 大蔵卿大隈重信
「ーニ相嘗ノ銀行」に選ばれた第一国立銀行と三井銀行への第一次「命令
状」は，両銀行が募集取扱業務を誠実に行い（第1条）， 布告布達の趣旨を遵奉
し（第2条），発行条件を新聞紙等で公告しなければならず（第3条），発行総額は
1,250万円，額面価格の80形の割引発行，実収入は 1千万円（第4条），応募期限
は明治11年8月末で，払込は 4回分割を認め，最終の払込期限を明治12年4月
末とし（第5条）， そして多くの人達が応募し易いように国債取扱所を定める
（第6条）等々の指示内容であった。「第二次命令状」は，第一次「命令状」で別
状にて詳細に指示するとされていた納入金の取扱手続きと手数料（第8条）につ
いてであった。募集金官納の際に贋造通貨が判明すれば，取扱銀行がそれを引
替え（第3条），募集金官納済みまでに発生した事故は両銀行の責任である（第5
条）， そして公債募集に関する一切の手数料は公債証書の額面 1,000円に付き
3円，即ち0.3形であること（第7条）が指示された。このような政府部内での一
連の手続きを経て，いよいよ第一国立銀行と三井銀行により 5月6日付け「起
業公債募集公告文」が当時の有力新聞に掲載された14)。その前文にいう，
14)全国で220種を超えていた当時の新聞のどの範囲まで「公告文」が掲載されたのか調
ベは行き届いていないが，少なくとも全国一般紙で毎日発行され，発売部数が5千部
以上の新聞8紙のうち一部を除いて殆どのものに付録の形式で「公告文」が掲載され
ている。太政官第7号布告が5月1日の『東京日日新聞』『郵便報知新間』『誤賣新
聞』， 3日の『讀喪新聞」には大蔵省布達甲13号が，そして同甲 13号及び起業公債害
発行条例が同月4日の「東京日日新聞」＇と『郵便報知新聞」を鍛頭に上記有力諸紙に
掲載されたのち，「起業公偵募集公告文」は 7日の各新聞で一斉に広告された。例え
ば，『東京日日新聞」は同日から 6月18日までの間10回，『郵便報知新聞」は同月17日
まで8回，『朝野新聞」は同 21日まで7回，そして「大阪日報」は 5月12日から29日
まで5回にわたって掲載した。当時最大の発行部数を誇っていた「誤賓新聞』と『横
濱毎日新聞」には「公告文」の掲載は見当たらなかった。『東京給入新聞」と『曙新
聞」については未調査である。なお，当時の新聞の「記事ノ性質」「発売高」「売捌ノ
地名」については「明治14年1月現在内務省調大日本国新聞紙」（『井上 毅文書』
B2339)を参照。
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明治十一年五月六日東京二於テ
第一国立銀行及三井銀行ハ謹テ左ノ件々ヲ諸君二公告ス
両行ハ今般大蔵省ノ命ヲ蒙リ大日本帝国ノ起業公債募集ノ事務ヲ慮排スル
ニ付テノ要款ヲ次二條記シテ以テ諸君ノ陸続加入アラン事ヲ翼望ス
大日本帝国二於テ此起業公債ヲ発行シ其募集ノ金額ヲ使用シテ全国ノ殖産
ヲ謀｝レノ極意且此公債募集ノ事務ヲ両行二委任セラレタルノ要義等ハ此公
告ノ末段二於テ其命令状及御示達書等ノ写ヲ掲載ス）レヲ以テ諸君ハ必ス之
レヲ亮知セラルヘキ事卜信セリ
ここにわが国最初の公募起業内国債が誕生したのである。過ぐる明治2年4
月12日（陽暦5月23日）にわが国の立法機関の濫腸である公議所で「国債法」の
導入が裁決されて以降も，国債発行に関する見解が立法府や行政府のなかで強
い支持を受けていた訳ではなかった。しかし今回の起業内国債の公募発行につ
いて行政部内での異論は殆どなかった。当時の立法機関に相当する元老院で
も，「便宜布告ノ後」の 5月7日に開催された「内国募債ノ件検視会」におい
て出席議官全員一致で同院第98号議案は承認された15)。このことは政府部内で
の感情的国債アレルギーが消滅したことを示すものと言えよう。だが問題は国
民の反応であった。今回のような形式の国債発行は「実二我国未曾有ノ創挙二
シテ各人民ノ不慣未熟ナル動モスレハ募集ノ見込高満足ヲ期シ難キハ国初新規
募債ノ常勢ニシテ欧米諸州二在テモ其例勘カラス頗｝レ苦慮罷在候」16)。大蔵省
を始めとして，内閣は募集見通しに大きな不安を感じていたのである。それ
15) 『公文録』明治1年4月大蔵省伺，及び明治法制経済史研究所編「元老院会議筆記前
期第5巻』（昭和44年） 69-79ページ。但し，当日の会議出席厳官の人数については
「筆記』と「明治1年5月分議官会議出席並不参表」（『公文録」明治11年自 1月至6
月元老院伺）との間に朗齢がある。前者では出席者は12名，後者では15名と記録され
ている。しかも後者で病気欠席の筈の津田真道が前者では出席となっている。
16) 「11年12月27日大蔵省上申 起業公債募集事務成果」（前掲「太政類典」第3編第76
巻理財 国債及び紙幣ー）。
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故，政府も募集取扱機関である第一国立銀行と三井銀行も，言わば組織を挙げ
て募集活動に取り組んだ。発行条件や応募方法等の新聞広告及び各府県での布
告，知事自らの募集活動，西京の大富豪を中心に各地の富裕な市民に対する積
極的な応募の勧誘等々がそれであった17)0 
I[. 募集活動と応募者
1. 華族の応募活動と応募額
起業公債の発行に最も早く反応したのが華族であった。右大臣で華族督部長
であった岩倉具視は大蔵省から甲13号と起業公債証書発行条例が布達されるや
直ちに内国債の応募勧誘文を華族へ送付した。
我政府新タニ内国債ヲ起シ以テ大二国家ノ便益ヲ興サントス。其事ハ則チ
京阪間ノ鐵道線ヲ延へ大津ヲ経テ敦賀港二達セシメ，新潟•石ノ巻等ノ諸
港ヲ疎竪修繕シ併セテ各地要用ノ陸路ヲ開通シ若シクハ阪道ヲ削平シ以テ
往来運輸ノ便ヲ開キ又羽州ノ鉱山北海道ノ炭坑等ヲ開竪改良シ，及ヒ奥線
ノ諸広野ヲ開墾シ牧畜其他ノ農事ヲ興起奨励シ以テ或ハ天賦ノ利源ヲ疏導
シ或ハ殖産就業ノ基ヲ立ツル等是ナリ。
蓋シ惟ミルニ我邦土沃二人多ク加フルニ鉱山其他天賦ノ富アルヲ以テシ，
而シテ未夕其十ノーヲ発達スル能ハス。現二全国中耕地ノ面積二及バザル
其差懸隔シ猶未墾二委スルモノ其幾許ナルヲ知ラズ。是レ其由ル所ヲ推究
スルニ未夕必スシモ運輸ノ便開ケズシテ産出物品ノ融通ヲ妨ケ，随テ其利
用債格ヲ失スルノ故二非スンバアラザルナリ。其他鉱山ノ利未夕発見二及
ハザルモノ有Jレノミナラス，其既二開採スルモノ往々十分ノ益ヲ見ル能ハ
ザルモノ所在皆是レナリ。是レ盗二資本ノ不足器械ノ欠乏二因テ然ルニ非
17) 「両銀行ヨリ一般人民応募出金ノ手続心得方等ヲ広告シ，其他多方壷力大都ノ富豪ヲ
シテ競テ其募二應セシメン事ヲ謀リ，或ハ各府縣官二照會シ，猶又喩達スル所アラシ
メタリ」（同「事務成果」）。
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スヤ。且夫レ維新以来時勢轄愛ノ然ラシムル。海内ノ士民或ハ其職業ヲ失
ヒ衰巖萎靡ノ状無キ能ハズ，是レ宜シク之力振済ノ方ヲ講シ就業授産ノ道
ヲ得セシメテ然後已ムヘキナリ。
今我政府是等急要ノ時務二於テ大二観察スル所アリ。奮テ前段敷項ノ事業
ヲ興起改進セントス。是レ賓二國家ノ至幸ニシテ荀モ其事ヲシテ能ク成果
ヲ見ルニ至ラシメバ，則チ祇二前段諸民各自営生就産ノ利アルノミナラス
商賣ナリ製造ナリ交互相待テ繁昌ヲ見盛大ヲ致シ，其集積シテ全国ノ富寅
一般ノ幸福トナリ終二海外諸邦卜並立ヲ謀ルニ馴致スルモ亦他道アルニ非
ザルハ萬疑ヲ容レサル所ナリ。
但シ右等ノ事業ヲ起スハ不黄ノ経費ヲ要シ，固ヨリ租賦ノ能ク排スル所ニ
非ス。経蜜ノ餘廟議遂二此公債ヲ起シ其募金悉皆學ケテ以テ右起業ノ費途
二充ツル事二決定セリ。蓋シ國中人民ノ助カニ因リ以テ一般公共ノ事業ヲ
起スハ亦夕利ノ已ムヲ得サルモノ，況ヤ使用其嘗ヲ得計算其宜キヲ失ハザ
ルトキハ則チ國ノ公債アル。更二公私共同ノ便ヲ見，上下荷持ノ意ヲ翠ク
スルハ各國ノ通論諸君ノ素ヨリ知ル所ナルニ於テオヤ。
此度政府募ル所ノ公債法ヲ概陳スレハ，其法無記名卜記名トノ両種証書ヲ
登シ元高一千二百五拾萬園ニシテー千萬圏ノ賓額ヲ泉ケ年六分ノ利ヲ付シ
本年ヨリ向二十五箇年ノ償却期限トシ，其元金ハニ箇年間据置キ三箇年目
ヨリ年々抽選法ヲ以テ其穂高ノ若干宛ヲ償還シ利子ハ毎年両度二交付シ募
集方並二元利金渡方ハ其指定セル銀行二委任シテ緋理セシム）レモノトス。
此他詳細ハ不日其公布廣告アルヲ待テ之ヲ詳知スベシ。
余是二於テ我同列華族諸君二告Jレ所アリ。我國土ノ物力未夕盛大二至ラ
ス。我同胞ナル士民ハ未夕生息ノ道ヲ得ズ。而シテ我惰幸二聖明ノ隆恩二
浴シ祖先ノ遺業二籍リ美ヲ衣，甘ヲ食フヲ得タリ。是レ縦令ヒ國家経綸ノ
遠略二干預セサルモ媒獨リ吾人子孫ノ禍福ハ専ラ國家ノ盛衰卜士民ノ安危
トニ係ル所以ヲ思ハザルヘケンヤ。況ヤ身士民ノ上二位シ，待遇ノ異ナル
責任ノ重キ賓二我國家卜休戚ヲ共ニスルノ地二居ルニ於テヲヤ。我同列諸
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君ノ夙二此憂念ヲ同シクスルハ余ノ素ヨリ信ス）レ所ニシテ，諸君ノ従来種
々ノ善畢二汲々トシテ厘々我士民二施恵シテ倦マザ）レハ又余ノ常二賛嘆シ
テ忘レサル所ナリ。我俸此國歩穀難ノ時二際會セリト雖トモ又幸ニシテ此
有為ノ好機二遭遇ス。思フニ嘗サニ同心一致シ各自應分ノ助カヲ為シ以テ
國家ノ盛業ヲ賛成スヘキノ時ナリ。蓋シカ合ハザレバ其効少ク財多カラザ
レハ其益微ナリ。幸二今我政府率先シテ此瞭古ノ事業ヲ経営シ以テ公共永
遠ノ便益ヲ起サントス。諸君平生希望スル所ノ者モ亦應サニ此二外ナラザ
ルベシ。諸君ニシテ果シテ資カヲ傾ケ募集二嘗ラバ之ヲ大ニシテハ國益ヲ
補助シ利澤ヲ推拡シ以テ上朝廷ノ盛意二答へ下各自ノ義務ヲ盤スノ栄ア
リ。之ヲ小ニシテハ諸君ノ曾テ臣子視スル所ノ士民ヲシテ多少ノ恩蔭二因
リ無限ノ幸福ヲ得セシメ以テ従来ノ素願ヲ達スルノ楽アリ。其他諸君一家
ノ計二於テモ亦自カラ一種堅固ノ儲存法ヲ生シ，我國家卜共二其利益ヲ増
殖シ子々孫々永ク其慶二頼）レヲ得，之ヲ他ノ往々小利ヲ射奇圏ヲ企テ，遂
ニー敗起ヲサルノ禍ヲ取）レニ比スレバ其得失利害果シテ如何ンヤ。切二望
ムラクハ我同列諸君ノ深ク意ヲ此ノ替言二加ヘン事ヲ。
明治十一年五月 督部長従一位岩倉具視
この説諭書（句読点は引用者）18)に応えて華族の有志が募集引受方の会合を公家
出身の五辻安仲邸で 5月 3日から10日ごろまで持ち，連日 150名余の人々が同
18) 「岩倉文書』 76. 同文が5月9日付の『横濱毎日新聞』と同月14日付の「大阪日報』
（『曙新聞」の記事を転載したもの）に掲載された。なお「岩倉文書」 66. には文章
に多少違いが見られるけれども， 内容的に殆ど同一の「説諭書」と「上申書」があ
る。しかしそれらには日付がない。後者の勧誘の言葉は「往時有事ノ際所謂御用金ヲ
申付ケ又ハ重叙苛賦ヲ以テスルノ類二比スレバ其得失利害昭々薇フベカラス。（中略）
予是二於テー言セザルヲ得ザルモノアリ他無シ。華族諸君ノ猶ホー層此挙二於テ奮発
買券アラン事ヲ是レナリ。夫レ身衆庶ノ上二位ヰシ，其責任義務頗ル大ナレハ今般公
益ノ挙二於テー層報國ノ誠ヲ抽ンデ政府ノ不逮ヲ助成スルハ固ヨリ其分ナルハ舎テ論
セス（中略）各々其分二應シ債券ヲ賣得セン事ヲ」。（句読点は引用者）
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邸に集まった19)。 5月9日の『郵便報知新聞」は早くも毛利元徳から10万円の
応募申込のあったことを伝えている。その後の新聞にも応募華族の名前と申込
額が掲載され20>, いやが上にも彼らの競争心を煽りたてた。その結果，応募締
切直前の 8月29日調ぺでは，華族の応募額は2,509,900円に達した21)0 
2. 宗教家の応募活動
明治11年4月27日，太政官布告第 7号並びに大蔵省布達甲13号の公告に先立
って西本願寺の大谷光尊法主（代理植中教正大洲鐵然）は大蔵卿へ起業公債の
応募協力を書面で申し出た22)。（句読点は引用者）
拙者儀祖先以来教門二従事シ経国理世ノ儀ハ固ヨリ迂闊之至二候ヘトモ，
聯護国資治ノ寸衷相壷シ度兼テ心懸罷在候虞，頻年布教俺道ノ為東西奔走
ノ際各地ノ賓況目撃仕候二，内国ノ物産未夕興殖ノ域二立至兼貿易物品モ
出入自ラ植衡ヲ不得哉二被察深ク杞憂仕候。就テハ方今ノ要務内地物産興
殖ノー途二有之様奉存，各地門徒ヘモ其旨勤諭罷在候慮，差方キ拙者賓践
主偶ノ心得ヲ以テ些少ノ儀二候ヘトモ衣鉢ノ餘資金十万圏差出度，猶追々
同志ヲ勤諭懲憑致候ハヽ不日若干ノ巨額ニモ相成可申存候二付右費用ノ万
分ーニ充テサセラシ，且其利子ノ如キハ公債証書其他ノ手績キニ由リ下付
セラルヽヲ得ハ賓二大幸ノ至二奉存候。何卒微衷御諒察アリテ御採納被下
度奉懇願候也。
19) 『東京日日新聞』 5月6日号，『蹟賣新聞」 5月10日号。
20)例えば， 5月16日の「郵便報知新聞」と「東京日日新聞』， 6月4日の「東京日日新
聞」と「朝野新聞』，翌5日の「郵便報知新聞』。
21) 「東京日日新聞」 9月9日号。
22) 「東京日日新聞」 5月13日号。これに対して大蔵省は5月10日に次のような指令を出
した。「願之趣奇特之儀二侯條本年四月太政官第七号公布並嘗省第十三号ヲ以及布達
置侯通リ起業公債証書引受方第一國立銀行三井銀行之内申込侯ハヽ営省へ直二相納侯
モ同様之儀二付右銀行ヨリ廣告之手績ヲ以申込出金可致事」。
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更に 5月20日には本山寺務所が次のような告諭書を発し，門徒に起業公債の
応募を強く勧誘したのである23)0 
語二云ク，皮ノ存セサル毛将安ニカ付ント。故二國家安カラサレハ教法亦
行ハルヽコトヲ得ス。護法ノ念アル者須ク資治ノ道ヲ思フヘシ。然レハ則
チ本宗ノ教義二帰シ来世ノ得脱ヲ希フ者進テ朝旨ヲ奉シ報國ノ誠ヲ致シ，
退テ衆庶二対シ公共ノ義ヲ務ムルハ理ノ不可已所ナリ。方今内國ノ形勢ヲ
観ルニ物産未全ク興殖セス，随テ貿易ノ植衡未夕其嘗ヲ得Jレニ至ラサル者
アルニ似タリ。維新以来頗Jレ興産ノ方法ヲ告示シ玉フト雖，歳月ノ浅キ未
夕其成効ヲ見ルニ及ハス。我大法主此ヲ杞憂シ玉ヒ向二金圃敷万ヲ以テ政
府ノ用二供センコトヲ請ヒタマヒシニ，適政府起業公債募集ノ令ヲ登シ，
我大法主ノ請願二封シ其金額ヲ公債ノ中二加フヘキ旨ヲ指令シタマヘリ。
於是乎更二通計五十万圏ノ巨額ヲ撞当センコトヲ上申シ玉ヘリ。夫レ起業
公債ノ畢タル其目的ノ如キハ政府モトヨリ豫算ノ在Jレ慮ヲ明示セラレ人民
ノ便益ヲ達シ内国ノ安寧ヲ保チタマフコト明ニシテ火ヲ観ルカ如シ。荀ク
モ國民タラン者此際二方リ猶疑擢ヲ懐キ餘財アリト雖，其募二應セサル者
アラハ則習二朝旨二戻ルノミニ非ス。抑亦自助Jレノ道ヲ知ラサル者卜云ヘ
シ。宗内ノ道俗能ク此旨ヲ明ラメ互二相勧諭シ，荀クモ餘財アル者ハ必此
公債ノ畢二従事セシメ速二募集ノ金額ヲ了スルニ至ラシメハ，我大法主率
先ノ意二契ヒ乃チ奉教ノ効ヲ顕ス者卜云ヘシ。其應募ノ方法ノ如キハ各地
銀行ノ廣告アリ。各其地ノ便宜二随フヘシ。若事ヲ我本刹二托センコトヲ
請フ者アラハ亦同一ノ方法ヲ以テ為二之力虞分為スヘシ。必躊躇シテ其機
ヲ失スルコトナカレ。
宗門による起業公債応募キャンペーンは一片の告諭だけでなく，地方の末寺
の教導師達が信者に対し公債について説諭し募集の手伝いをする等，かなり積
23) 『大阪日報』 6月9日号及び「郵便報知新聞」 6月10日号。
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極的に応募活動を展開したようだが24), それがどれほどの効果を挙げたのか確
認のための資料は残念ながら見出せない。
3. 東京の実業家の応募状況
東京での起業公債応募活動は華族や宗教家だけでなく，実業家も積極的であ
った。 5月6日に開催された銀行集会第11回会合において起業公債募集事務取
扱銀行のひとつである第一国立銀行頭取渋沢栄ーは起業公債募集の要旨を詳細
に説明し，参会の銀行家に応募を勧誘した25)。
我国古来政府力人民二対シテ御用金ヲ課セシハ其例少ナカラスト雖モ未公
債ヲ民間二募集セラレタルコトナク其之アルハ今回ヲ以テ始メトス，特二
此公債タル国費ノ欠乏セルカ為メニ起スモノニアラスシテ事業ヲ経営スル
ノ資二供ヽン，将来国利民福ノ基トナルモノナリ，国民タルモノ盗奮テ其資
カニ応シ，相当ノ応募申込ヲ為サ、ルヘケンヤ，若シ不幸ニシテ此公債ノ
募集好結果ヲ奏セサランカ，国家将来ノー大恨事卜謂ハサルヘカラス，吾
人焉ソ之力為メニ微カヲ致サ、ルヲ得‘ノヤ
渋沢の熱弁に応じて同盟銀行は奮って公債を引き受けることになったが，応
募者には第三十三国立銀行，第二国立銀行，第十国立銀行，第十三国立銀行，
第十四国立銀行等の金融機関だけでなく，横浜の第二国立銀行頭取原善三郎，
第三十国立銀行頭取深工亮機ら著名な銀行家の名が見られた26)0 
起業公債収入金（起業基金）が重点的に配分される分野と利害関係の深い企業
の代表である郵便汽船三菱会社の社長岩崎禰太郎も， 内務卿大久保利通が暗
24) 「大阪日報」 8月24日号所収の「島根県近況」参照。
25) 『銀行集会理財新報」第2号（明治11年6月）及び「青淵先生六十年史 第一巻」
（明治33年）， 582ペー ジ。
26) 『東京日日新聞」及び『朝野新聞」 6月4日号。
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殺された前日の 5月13日に大蔵卿大隈重信へ40万円分の公債応募を申し入れ
た27)0 
今般起業公債募集之儀は賓に方今急務之御処置にて，全國一般之洪益は申
迄も無御座候得共，就中石炭嶺坑各慮築港等之儀は尤汽船運用之便利を相
蒙候儀不少奉存候労厚く御趣意を奉戴し，於嘗社三十万圏且社員之者共申
合拾万圏合計四十万圃出金仕度，此段奉願候也。（句読点は引用者）
6月17日の『東京日日新聞」は「中外物債新報」の記事を引用して「十五日
まで僅に四十餘日にして其の募りに應じたる金額は東京第一国立銀行及び三井
銀行取扱の引受高四百六十五万七千圃此人員四百十二名外に見込ありて未だ入
金なきもの七十五万五千園。右両銀行大坂支店取扱（五月舟一日迄）の引受金高
百八万九千八百五十圏此の人員百六十ー名にて通計金六百五十万千九百五十圏
なり」と伝えているが，京浜地区の応募状況は他の地区を著しく抜きん出てい
た。
4. 京阪の富豪の応募状況
これに対して京阪地区の応募状況は初期には芳しくなかった。京都府知事棋
村正直が太政官布告第 7号と大蔵省布達甲第13号について「通達有之候條管内
無洩相達者也」と京都府の布令第111号及び112号を発したのは明治11年 5月6
日であった28)。しかし「金満家ニテモ公債ノ方法ヲ知ラヌ人々モアリ」， 応募
額は少なかった。そこで同月27日には棋村知事が「市中ニテ身分相応ノ者ヲ抜
揮シテ」第28区学校に集め，大少書記官並びに総区長等府の幹部列席の下，折
27) 「郵便報知新聞」 5月22日号。
28)京都府綜合資料館歴史資料課所蔵「京都府布令書」明治1年。起業公債の応募勧誘に
関する「番外」の告諭が出たか否かは確認できなかった。なお， 5月3日に大蔵卿は
各地方長官に内翰を発し募集上の斡旋を依頼している。（明治財政史編纂会編纂「明
治財政史第8巻」昭和2年， 452-3ペー ジ）。
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から出張で西下中の渋沢栄一29)と共に「国益ヲ計ラント思フ有志ノ輩ハ募集二
應ジ，然Jレベキ旨ヲ呉々モ諭サレシ所（中略）千円以上一万円以下ヲ差出サント
云フ者陸続卜出」30)応募額が 6月3日までに70万円を超えた31)。 7月4日の
「郵便報知新聞』が「嘗地第一国立銀行三井銀行の両社の起業公債募集を命せ
られしに，以来既に加入せし金高二百万圏に及ひしが，嘗地の人民にして斯＜
大金を差入れしは案外の事にて銀行の取扱人すら驚き入りし様子なり」と伝え
た程の盛況振りであった。
一方，大阪では大蔵省布達甲第13号が上京中の渡邊昇知事の代理少書記官松
本鼎の名によって公告された32)。しかしながら住友，鴻池のような天下の富豪
の数多住んでいる大阪の成績は芳しくなかった。そこで，改めて 5月31日に知
事名で起業公債応募勧奨の布達が「番外」で発せられた33)。
今般内国債募集被仰出候儀ハ鐵道築造要港疏盤ヨリ採鉱開墾牧畜等二至
迄，運輸ヲ開通シ利源ヲ発達シ，富賓搬張ノ資用二充テ，海内衆庶間接直
接ヲ問ハズ多少ノ便益ヲ廣被セシメ，．或ハ自立殖産ノ道二就カシメ，因テ
以テ大二内外ノ商業二稗益スル所有ラシム等，種々ノ効績ヲ収メラレ度御
主意ナリ。大阪ノ如キハ物産増殖運輸開通ノ度二應ジ商況亦従テ盛大二趣
29)渋沢はわが国最初の内国俵の公募を成功させるため，先ず在京各銀行本支店の応募を
勧誘，その後5月16日に東京を立って東海東山両道を巡回，各所で募債活動を熱心に
行い，次いで京都を経由して大阪に向かい，約1カ月に亘る応募勧誘の旅を終えて，
6月13日に帰京した。（『青淵先生六十年史 第一巻」明治33年， 521ページ）。そして
18日に「京坂及ヒ以西之起業公債景況如何哉懸念」していた岩倉具美に面会，状況報
告をした。（日本史藉協会編「大隈重信関係文書 三」昭和45年復刻， 東京大学出版
会， 355ペー ジ参照）。
30) 「近事評論』第133号（明治11年6月8日）， 222ペー ジ。
31) 「大阪日報」明治11年6月2日号。
32) 「大阪府第57号布達」（大阪府公文書館所蔵「布告及布達 明治十一年自四月至六
月」＜複写＞）。
33)大阪府史編集室編「大阪府布令集 二』（昭和46年） 666-7ページ，及び「大阪日
報」明治11年6月2日と 4日号の「大阪府録事」。
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キ，財貨ノ疏通ヲ要スル時ハ，其利ノ流注スル此二諦セザルヲ得ス。就中
鐵道線路ヲ敦賀二延キ新潟港疏竪等ノ畢二至テハ南北ヲ直接シ，従前舶載
ヲ数月ノ久シキニ望ムモノ之ヲー朝二運輸スルヲ得，習二物貨資財ヲ活動
スル而巳ナラス百般ノ殖産亦従ッテ創起シ，其大阪ヲ潤澤ス）レ今ヨリ名状
スベカラズ。荀クモ其幸福ヲ受ル者将来ノ富饒ヲ今日二豫算シ各地二率先
其畢ヲ助ケ其募リニ應スルハ曽テ愕ラザルベシト雖ドモ，試ミニ各地土木
ノ着手ヲ回視セヨ。橋梁ヲ架設シ峻阪ヲ削平シ浚河竪渠等或ヒハ有志者篤
志ノ翠二出ルモノアリト雖ドモ，多クハ其便益庇蔭ノ地二醸金シ資カヲ吝
マズ労役ヲ僻セズ資益ノ回産増殖ヲ将来二期スルモノ屈指スルニ追アラ
ズ。今ヤ之二反シ募金ノ方法ヨリエ役経営ノ煩勢二至）レマデ官親シク其責
ヲ代任シ，而シテ之ガ債主タル者ハ座シテ若干ノ利ヲ収メ儲蓄ヲ増殖ス）レ
ノミナラズ，其簸ヲ占有スルモノハ八拾圏ノ資本ヲ以テ百園ノ賓額ヲ領受
シ商況ハ販路ヲ摘張シ，其便益ヲ要スルノ地二居住スルモノ蛍袖手傍観ス
ベケンヤ。其証書発行條例ノ如キハ本年五月嘗府第五拾七琥布達二詳載ス
卜雖，今愛二取扱手績キヲ簡明摘録シ條約ノ精厳卜利潤ノ確賓ナルヲ示
ス。貯蓄者夫レ此意ヲ骸認シ其募リニ應ズ）レヲ吝ム勿レ。此旨諭達候事。
（句読点は引用者）
東京の七分の一，京都に比べても凡そ15万2千円少ない大阪の応募額に当時
の『大阪日報」（明治11年6月5日号）は「我大阪は兼て日本第一の金満家多き所
と世に知られたる地方なるに西京よりも金高がすくないとは何う云ふ事なる
ゃ。府知事君のお諭しを待までお無く， もすこし奮発して募りに應じなされ. 
（中略）富む人達が國の為に義務を盛すには屈覚な場合で五坐らう」（句読点は引
用者）と応募を煽った程である。
大阪府では 6月4日，市郡区長全員が府庁へ招集され，知事より各小区学校
積金を起業公債証書の購入に充てるよう指示が下された34)。翌5日には午前8
34) 「大阪日報」 6月5日号。
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時頃より数名の区長に付き添われて西御堂（大阪西本願寺）へ出頭した府下の資
産各壱万円以上の豪商642名に対して，知事は来阪の渋沢栄ーと共に内国債の
応募を説諭した。その後も渋沢は府下に著名な五代友厚，中野梧ー，藤田偲三
郎等と相謀って公債引受方協議のための特別会議を艇々開設し巨豪商家らを説
得35)した結果，「此の公債は他の秩禄新藷と異り， 上は一國の洪益を起し下は
商業上の便利を生じ，一家に取りては年七分五厘の利益を得，嘗り閾の時は又
二割余の益を占有するの理を了解して一同充分の引請をなす事に決し，六十五
万闘を引請しが，是迄第一三井の両銀行へ申込みし高は已でに五十万圃を超え
たれば，合して僅々敷日にして百二十万圏に及びたり」36)。そして渋沢の在阪
していた 11日までの間に「既二其金額ハ概約百四十万円二超ヘタリ」37)。かく
して，「流石嘗地は金穴家輻湊せし地だけありて， 此の大金も二，三日に集ま
りたり。嗚呼諸君の愛國心稲賛すべきなり。又過日本願寺へ来集せし諸氏も争
ふて出金される趣きなれば，敷百万園の巨額に上る遠きにあらざるべし。宜に
一家の慶のみならず，一國の慶なり。諸君尚ほ分に應じ同志に謀りて出金ある
べし」38)と『大阪日報』は更に強く応募を煽った。
大阪地区の応募勧誘に大きく貢献したのは五代友厚であった。大隈大蔵卿よ
り起業公債募集について協力方の内命を受けていた彼は，渋沢や渡邊知事らと
共に，前述のように起業公債発行の理由や起業公債の利点について説明した
が，大阪の資産家のなかには今回発行の公債を「藷政府御用金同様二心得違候
35)五代らは5日に招集した六百有余名のうち「屈指之豪商」 25, 6名を精選し， 6日に
網島鮒宇亭で， 8日には三橋棲で催した集会で彼らと「種々談判」の末，やっと総額
60万円余の応募の約束を取りつけた。明治11年6月11日付「大隈重信宛五代友厚書
簡」（前掲「大隈重信関係文書 三』 351ペー ジ）。
36) 『大阪日報」明治11年6月14日号。句読点は引用者。
なお， この記事は『横濱毎日新聞」の6月18日号に転載されている。
37) 『銀行行集会 理財新報」第3号（明治1年7月）「銀行集会第12回録事」。
、38) 「大阪日報J6月14日号。なお，同紙は6月8日以降「起業公債応募状況」の記事を
連日掲載し，応募者名と申込額，そして大阪地区の応募累積額を書き立て，関西の公
債応募勧誘に大きな役割を果たした。
21 
972 閥西大學「経潰論集」第41巻第5号 (1992年1月）
者も不少」，また公債証書は無記名で利子付， 紙幣と同様であるので商売の取
引勘定にも使用できるという利便さがあるにもかかわらず，彼らが応募に躊躇
するのは，大阪の経済に構造変化が生じたからであるという。即ち，大阪は今
や維新以前と異なり，「金貸之商賣相衰ほ嘗時餘有ある豪家ハ何れも金貸に非
すして商業人なり。故二庫中二金額を蓄へ置候者少く，適金貸を以て営業とす
るも既二秩禄其他之公債証書を買置候末二て，最早格別餘有之金貸も乏しかる
へきと存し候。」従って起業公債の応募額を増やそうと思えば， 商人の応募し
易いような条件に変えなければならないと五代は大隈参議に提言した39)。申込
み期限の 8月31日までに申込額の 1割を納入し，残額の 9割の入金を証書交付
日の10日或いは15日前にする，そして将来米会所及び株式取引所の証拠金だけ
は起業公債証書をもって預託させるというものである。
五代の大阪商人に対する応募見通しは杞憂に終わったが，大阪経済の構造変
化に対する予想は誤っていなかった。「西京にて昨今起業公債の募に応ぜし高
凡百四十万円余，又大坂は百七十万円余なりと。併し西京は大凡皆即納の方，
大坂は手付金の方が多しとなすと」40)0 
5. その他各地の応募状況
6月13日に帰京した渋沢は，起業公債応募勧誘の旅のために延期されていた
銀行集会第12回会合 (6月24日開催）の席上，起業公債募集事情について演説し
た叫
我邦古ヨリ政府ノ御用金ナル者ヲ募ルハ其例少ナカラズト雖ドモ，純然夕
ル公債ヲ起スハ実二今日ヲ以テ其濫態卜為?-,況ヤ其国費ノ足ラザルヲ補
フニアラズシテ殊二起業ノ長策ヲ以テ吾人ノ為メニ将来ノ福利ヲ希図セラ
39)前掲，『大隈重信関係文害 三』 351-353ページ参照。
40) 『横濱毎日新聞」明治1年 7月10日号。
41)前掲，『理財新報」第3号（明治1年7月）「銀行集会第12回録事」参照。
22 
明治前期における国債思想の展開（戒田） 973 
ルヽ者二於テハ，荀モ我人民タルモノ各財カニ由テ募集二応ジ以テ其偉業
ヲ完全シ，富国ノ民タルベキヲ願ハザルベケンヤ，若シ此暴ノ十分募集ス
ルヲ得ザルノ日アルニ於テ外国人アッテ之ヲ評スレバ其必謂ハン，日本人
民ハ起業公債ノ法ヲ以テ不善卜為スカ将貧弱ニシテ之二応ジ難キ者力，反
ッテ実際ヲ窺ヘバ紙幣民間に充満シ，金融ノ以テ硬渋スル所二非ズ，然｝レ
二其募集ノ満足セザ｝レ者ハ何ゾヤ甚以テ疑フベキナリト，其果シテ此ノ如
キ毀評ヲ得バ翌吾人ノ恥辱ニアラザランヤ，裕資優産二居｝レモノ深ク以テ
鑑ルヲ要ス
と述べて後，渋沢の遊説した各地の応募状況を解説した。「江州地方・名古屋
・岐阜等ノ如キハ蓼蓼小募集アルノミ敢テ陳スベキノ情態アルナシ」。「鹿児島
ノ如キ公債募集ノ形勢ハ県庁ヨリモ頻リニ尽カアリシニ，其巨撃僅カニ五百円
ヲ以テスレバ余ハ推テ知Jレベキナリ，是甚ダ証二堪ヘズ，此ノ如キモノハ実二
去年兵難二罹リー層貧ヲ加フルヲ以テ又奈何トモスベキナシ，当行支店二在テ
モ精意勧誘ヲ尽セシニ今猶実効ナシ願クハ此情ヲ諒セヨ，日，元来九州及ビ三
陸地方ノ如キハ敢テ深ク期望スル所ニアラザレバ其募集ノ多カラザルモ亦以テ
失望トナサズ」。「近州及ビ三丹地方ノ如キハ其官ニテ管保スル所ノ民有金則学
校資郡衛資救荒資等ノ名目二係Jレ者数項アリ，此金額ヲ公債二転用シ益ヲ以テ
之ヲ致固ニセントスルノ議アリ，此等ハ尤以テ妙策卜為ス，他地方ノ如キモ幸
二此種ノ募集二倣フアランコトヲ要ス」と。かくして東京・大阪・京都の三大
都会以外の地区での応募成績の不振により 42) 「募集ノ総額二満Jレヤ否ハ未ダ確
42)大阪の富豪の反応は当初渋沢にとって期待はずれであったようであるが，彼は「小康
二安シテ敢テ発達スル所ナキモ堅ヲ衝キ難ヲ干シ終二失敗シテ他人ノ笑ヲ取ル勿レト
謂フガ如キノ風俗」の大阪商人を相手に公債募集の要旨を浸透させることに成功し
た。（前掲，『理財新報」第3号参照）。
江州・播州・中国筋の不振という渋沢の所感に対して， 『東京日日新問』及び「朝
野新聞』の6月4日号と『郵便報知新聞』の同月 5日号は，同地区の「豪商豪農は競
ふて申込みを為せりと此の最況なれば速くに五百万圏の額に騰るべき勢ひなりと」記
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計スベカラザレバ，此際要スルニ我ガ銀行者ハ其公債募集ヲ以テ各殊意精カヲ
表致セザルベカラズ，願クハ諸君尚一層精励ヲ加ヘョ」と渋沢は改めて30余名
の出席会員43)に督促した。
m. 募集の成果と起業基金の配分
1. 募集の成果
大蔵省国債局起業公債掛編述「起業公債並起業景況第一回報告」（明治12年4
月発布）44) にも記されているように， この公債の発行に際して「本邦古来未ダ
曾テ之レ有ラザル所，随テ各人ノ不慣ナルヨリ募集ノ予定高ヲ挙クル事容易ナ
ラザルノ恐レアリ。況ンヤ申込期限僅々四箇月間二止マレバ其満足ヲ期スル最
難シト云フヘシ」と政府並びに募集事務取扱銀行の首脳は危惧していた。とこ
ろが 5月 9日に最初の応募申込があって以来15日迄僅か 5, 6日で申込高は
885,350円に上り，その後各地方相競って続々と応募があり， 遂に 7月16日に
至って応募額は 1,290万円余となったが，これは募集予定額を40万円超える盛
況さであった。そして 1カ月後の 8月中旬には 2千万円にも達した。元豊岡県
参事田中光儀 (1828-'86) が大隈重信に「一大美事随分海外人へもほこるに足
れり。肋而其痕跡残り候様御定めニアフレ候分も御彿下相成候様仕度極内奉頗
尊聴候」45) と募集額を申込額分増やすよう勧める手紙を書き送ったのもこの頃
しているが，渋沢の慎重な予測よりも新聞のそれの方が正しかった。 なお，『東京H
日新聞』は既に 5月4日号で「利息は條例通り年六分にて発行債は八十園なりとのこ
となれば書込帳を開くや否や誰もかも争て入金し或は一千二百五十万圏にては望みに
引足るまじと云ふ噂ありいかにも左様なるべしと思はる」と楽観的である。
43) 「郵便報知新聞J明治1年6月28月号，及び「東京日日新聞」同月29日号。
44) 「東京日日新聞』明治12年5月29日号付録。
45)田中光儀書翰「大隈重信宛」明治1年8月18日。前掲，『大隈重信関係文書 三」 371
ページ。元幕臣の田中の事蹟については前嶋雅光「明治前期の地方行政一―—豊岡県参
事田中光儀を中心として―-J(『親和女子大学児童教育学研究」第4号，昭和60年3
月発行） 87-132ページ，および「豊岡市史 下巻』（昭和62年） 41-9ページ参照。
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後の値上がりから瞬く間に「敷萬圃の分限者」に成り上り，当時すでに官界から去っ
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であった。
上記「第一回報告」はその間の事情をつぎのように説明している。「此際豫定
高既二充足シ募集停止ヲ施行スルニ非ザレバ殆ンド底止スル所ヲ知ラザルノ勢
アリト雖ドモ該発行條例二於テ手附申込ノ期限八月三十一日卜指定スルヲ以テ
姑ラク其約束二遵ヒ引績キ各人ノ申込二任セタ（り」と46)。その結果，応募総額
は24,775,250円に達し，その内実際に現金の払い込まれた額は 11,703,874.50
円であるが，それは募集額の凡そ 2倍で， 誠に政府にとっては「意外ノ好結
果」であった47)0 
起業債の申込場所（金融機関）は全国で59カ所，内東京の三井銀行と第一国立
銀行，大坂の第一国立銀行と三井銀行，京都と大津の三井銀行の 6行で申込総
額の約67.4彩を占め，府県別応募額では東京府がトップ (9,004,050円）で，最
下位は埼玉県 (3,000円），東京・大坂・京都・滋賀の4府県で申込総額の約67
彩であった。因みに愛知県は 625,200円(6位），岐阜県は 376,900円(13位），そ
して鹿児島県は下位から 4番目の22,200円であった。
ていた田中について，明治11年5月10日の『郵便報知新聞」は「思ひ切て能く金を設
け思ひ切て能く金を施」し， 「世間の深く感心する所なり， 然るに猶を蔭て喋々する
者あり」と評している。
46)愛知県では，明治 11年6月7日「起業公債ノ旨趣区戸長ヲシテ人民二諭サシム」，又
同月 20日には「起業公債募集二付銀行役員各区へ派出協カセシム」ところの「号外
達」が発せられたが， 7月16日に応募額が1290万円に達するや一転して「起業公債応
募額1290万円余二付最早説諭二及ハス」と言う「号外達」が7月24日に発せられた。
村木鶴次郎編「愛知県布達索引 沿革備考 第1-3巻』（愛知県公文書館所蔵） 137 
ページ参照。
47)前掲，「大蔵省上申 起業公債募集事務成果」―これが「起業公債並起業最況第一回
報告」の原形の一部である一―•は，募集成果について「薔キニ苦慮セシ所忽チ平易淡
行遂二満足スヘキノ城二至ル斯ノ如シ。是寅二各人民ノ政府ヲ信スルノ厚キト募債ノ
御趣意公明ナルトニ由ルニ非スンハ焉ンゾ能ク此二至ランヤ（中略）此創始施行ノ募
債ニシテ此意外超過ノ額アル亦以テ我國人民ノ趨向其他ヲ観ルニ足リ抑亦ー大盛奉卜
謂ハサルベケンヤ」と歓喜を率直に記している。
48)この「報告」と前注21)の数字とに差異がみられるのは，前者で華士族平民の共同名
義の申込者を「共有」の部に算入したためである。
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華士族平民別の応募額についてみると48¥華族のそれは1,912,650円（申数込口
389), 士族のそれは2,683,300円（同3,891),平民のそれは12,021,900円（同28,718)
である。華族の応募額比率は約7.7形，申込口数比率 1%強に過ぎない。だが，
華族 1口当たりの金額は 4,916.84円で，士族 (689.62円）平民 (418.62円）の当該
数字に比べて群を抜いているだけでなく， 1口当たりの平均数値(713.47円）の
約 7倍に及んでいる。 また申込口数は申込人員数を示すものではないけれど
も，その口数が人員数の近似値を示すものと仮定すれば，当時東京府本籍及び
寄留の華族の戸数が49549)であったから華族の多くが起業公債に応募したと
推定しても間違いではないであろう。因みに平民の申込口数は総数の 82.7形
(28,718)を占めているが，応募金額が比較的小口であるという特徴をもってい
る。なお政治・社会の変動過程にあって財政的に必ずしも楽ではなかった多く
の公家や元大名家の人びとが50), 払込金の調達にどのような方法をとったかと
いう実証研究が別個の課題として残っている。
2. 応募超過額の割戻し
明治11年 9月24日，第一国立銀行並びに三井銀行は「起業公債応募増額減却
方公告」を新聞に発表した51)。
嘗両銀行ハ應募諸君ノ衷情二於テ必ズ遺憾ナルベキ事ヲ察知スト云ドモ止
ムヲ得ズシテ其超過ノ額千二百二十七万五千二百五十國ヲ減却スルノ方法
ヲ設ケザルベカラズ
49)明治12年2月28日警視本署調「東京府下戸口表」（『郵便報知新聞』 3月31日号）。華
族の人員数は2,371, 1戸平均家族数は4.8人であった。なお，明治4年2月14日に維
新政府から華族に対し東京への移住と転籍が指令されていた。
50)明治10年2月19日に岩倉具視より大蔵卿へ困窮華族に20万円の低利貸与方の要請があ
り，同月25日に33家に対して合計 120,201.21円（一家あたり約3,642円）が貸付けら
れた。「負債家姓名館」『大隈文書」 A3442。
51)例えば，『東京日日新聞』 9月26日及び10月7日号。
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然リ而シテ此超過額ノ減却法ヲ施スニ嘗リ應募ノ総額二封シ平等ノ分賦ヲ
行ハント為セバ現二五十園ノ額ヲ以テ應募セシ諸君ヘハ公債証書ノ種類モ
亦五十闘二止ル以テ之ガ割減ヲ為スニ由ナク加之政府此公債ヲ集募セラ
ルヽノ要旨ハ小額ノ應募ヲ以多人敷二分配スルニアル事ハ曾テ両嘗銀行ノ
領知スル所ナルヲ以テ即五月六日公告第十二項ノ趣旨二由テ今笈二相嘗ノ
考案ヲ設ケ其減却方法ヲ三種二類別シ即チ五十圃以上千圏迄ノ申込高ニハ
都テ減却ヲ加ヘズ千五十園以上三千圏未満ノ申込高ハ悉ク千闘迄二減却ヽン
其餘三千圃以上申込ノ分ヲ以テ元募集ノ残高二賦嘗スル事卜定メ以テ大蔵
省ノ允許ヲ得タリ依テ其減却割合ヲ廣告スル（省略）
即ち， 50円以上1,000円迄の申込額5,902,650円は減却せず， 1,050円以上
3,000円未満の申込額1,888,100円 (1037口）については 851,100円差し引いた
1,037,000円を認め， 3,000円以上の申込額16,984,500円については残額の
5,560,350円を申込額16,984,500円で除した0.3273779,従って百円につき凡
そ32円73銭の割合で購入が認められた。
かくして政府は起業公債証書1,250万円を発行し，実収額 1千万円を調達し
た。そして応募超過額9,820,200円については応募者に払戻し，その払込保証
金には総額38,751円余の利子を付けて返した。 このような「小額無減少ノ法
ハ当時既二我国二行レ，小額の債主二対シ証書ノ交付多キヲ致セリ。是実二社
会ノ幸福ナリト謂フベシ」と大蔵大臣松方正義の報告書『国債始末」は起業公
債の割戻し方法について評価している52)0 
3. 起業基金の配分
起業公債の応募申込期日を 3日後に控えしかも募集額の達成が確実になる
52) 「第13章 起業公債」（『官報」第1880号，明治22年10月3日発行） 29ページ。
なお，応募額超過の場合，応募額を割付けて超過額を払い戻す方法は既に明治3年
の「9分利付外国旧公債」（所謂関税公債）の発行に際して行われた。
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ゃ， 8月28日大隈大蔵卿は太政大臣三條賓美宛に「起業公債募集金壱千萬圏各
起業費二配賦スル儀二付伺」53) を提出した。公債収入を内務・エ部の両省と開
拓使の事業費に充てることは既に廟議で決定していたが，実収額 1千万円では
両省及び使の事業費予算の合計額に足らないので，事業の着手に当たり予算額
に応じて基金を配分し各事業計画を立てておく必要があるとして，大蔵省は次
のような費用配分の採決を求めた54)0 
(1)内務省所管
① 120万円：野蒜築港費新潟築港費其他土木費
③ 300万円：勧業経費
(2)工部省所管
⑧ 420万円：京都敦賀間鉄道建築 院内及び阿仁鉱山開坑
(3)開拓使所管
④ 150万円：幌内及び岩内炭鉱開坑
太政官は大蔵省案を承認した後， 9月4日太政官令達でもって内務・工部両
省に定額交付し，翌12年 1月23日には「起業基金ノ稲呼ヲ設ケ各起業資本卜為
シ以テ其費途二供給シ其事業ヲ振興シ及ヒ効益ヲ賓際二徴シ公債ノ利ヲ見ン事
ヲ要ス故二該金出納ノ手績ヲ定並事業ノ景況ヲ報告シ要旨ヲ示ス」べき起業基
金出納条例を上申した55)。17条と付録（事業ノ景況報告要旨）から成るこの条例
は，第 1条において起業公債募集金を明治11年度一般会計予算から切り離して
特別会計として処理し56), 毎年度3月と 9、月の 2回起業基金会計と各事業の進
捗状況について報告書を作成して新聞またはその他の方法で一般に公示するこ
とを定めた。この条項にもとずいて公表されたのが前記の「起業公債並起業景
53) 「公文録」明治1年9月 大蔵省伺。
54)残余の10万円は大蔵省所管の公債募集費（明治1年9月4日 太政官達第38号）。
55) 「太政類典」第3編第76巻理財国債及紙幣ー。
56) 「此ノ募集ノ全額ヲ悉皆本年中二消費シ壷スヘキニアラス故二之ヲ歳入出部内ノ款外
二編入セリ」（『太政類典」第3編第60巻 理財(1)「明治1年度歳入出予算表例言」）。
なお1年度一般会計予算総額は53,275,900円余であった。
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況第一回報告」と明治13年 1月発布の「第二回報告」57)であった。後者の報告
書には明治11年度に支払われた利子総額(583,990.121円）と起業景況が詳述され
ているが，とりわけ最大の事業項目である京都（大津・米原・塩津経由）敦賀間の
鉄道建設に関する報告が詳しい。
この京都敦賀間の鉄道建設問題は，既に明治3年秋に福井から京都を経由す
る鉄道を敷設し北海の物産を南海に輸送することが国益に沿うものであるとい
う京都府の建言にもとずいて，政府がそれの必要を認め明治4年3月 9日に京
都敦賀間の測量を工部省に命じた時点にまで遡ることができる。京都大津間の
最初の測量は翌5年に終了， 6年秋から再度京都敦賀間の測量が開始され，同
7, 8の両年間に鉄道線路の測量と建設費用の概算作業は終了した。翌 9年12
月26日工部卿はイギリス人鉄道寮建築師長ボイル (RichardVicars Boyle, 1822-
1908)による京都大津間鉄道建設費用の概算 (889,280円）を太政官に提示し明治
9年度工部省予算の中から費用を流用して工事の着手の許可を願い出たとこ
ろ，翌10年2月 1日それが聴き届けられた。ところが同月15日に西南の役が勃
発し，財政上鉄道建設は困難になって又もや京都大津間の建設工事は延期の瀬
戸際に追い込まれた。
同年9月24日に薩摩の乱が終焉するや，翌11年3月8日伊藤工部卿は京都敦
賀の鉄道線の内京都大津間の建設工事の開始許可を願い出た，そして4月11日
に太政官の許可が下り 8月21日に鉄道建設が起工された。上述した起業公債募
集金の配付についての大蔵省伺が出たのはその 1週間後のことであった。エ部
省に交付された420万円の内，京都大津間鉄道建築費に 1,333,914円，米原敦
賀間鉄道建築費に80万円，東京高崎間鉄道線路測量費に 6千円，そして残余の
2,139,914円が院内，阿仁鉱山開坑費であった58)0 
このようにして政府は起業公債の発行とその収入の配分までの一連の業務を
57) 『東京日日新聞」明治13年2月24日・ 25日・ 26日・ 28日及び3月6日・ 9日号付録に
分載。
58) 「日本鉄道史 上編』（大正10年）， 183-4, 243-245ページ。
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外見上成功裡に完了したのである。
N. 国内紙誌の起業公債論説
西南の役が勃発してからほぼ 3カ月経った明治10年5月11日の「郵便報知新
ママ
聞』に戦費調達のため「内国債を募るとの五評議があると専ら風説す」という
記事が掲載された。 3日前の 5月8日号には臨時費調達のための三つの手段，
即ち政府紙幣の増発・外債発行・内債発行のうち最後の方法を採用すべきであ
るという「投書」（堀江正稿）が載った。 また明治10年 7月16日の『東京日日
新聞』は『ジャバン・ガゼット」（同月12日号）の日本政府外債発行論説を採り
上げ，風聞にもとずく報道の誤りを批判する共に，日本の巨額の国債の累積と
利払費の増加よりも政府紙幣増発の問題の方が更に「会計ノー大困難ナリ」と
論じた。同月 23日発行の『近事評論」（第70号）は「日本帝国ノ財政」の中で
『東京日日新聞」 (7月18日号）と同様に紙幣発行額が限界を超えたことを指摘
すると共に，外債発行も貿易収支の悪化という環境の下での累積外債の償還．
利払いによる本位貨幣の著しい流出を考慮すれば極めて困難であり，内債の募
集による財源調達も国内の資本蓄積が乏しく，金融逼塞して不景気な経済の現
状を鑑みて容易ではない。しかしながらかかる八方塞がりの状況から抜け出す
方策はこの三つ以外にないので，騒乱の平定後「速カニ国會ヲ起シテ普ク國中
二衆議輿論ヲ採リ其ノ弊少ナクシテ其ノ利多キ者二従ヒ以テ今日燃眉ノ急ヲ救
フニアルノミ」と主張した。『横濱毎日新聞』は 8月 7日の社説「財政論」の
中で既発国債の市価と紙幣価値の下落を回復するには公信用の確立こそ政府の
急務であると，次のように論じた。維新政府の債務総額が歳入の約 6倍の 3億
円という巨額に達しているが，歳入の不足を国債の発行で補填することはやむ
を得ない措置である。「國債ノ患害ハ償却ノ道立タザルニ在リ。荀モ償却ノ道
立タバ歳入二十倍スト雖ドモ可ナリ」。我が国の国債残高の歳入倍率は欧州諸
国のそれに比べ「未ダ以テ患害卜為スニ足ラザルニ似タリ。然レドモ償却ノ道
今日二立タズンバ或ハ天下ノ信ヲ取リ人民ノ疑念ヲ生ズルモ未ダ知）レ可カラズ
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（中略）政府明瞭二償却ノ方法ヲ立テ公然之ヲ全國ノ人民二示シ全國人民卜共
二其方法ヲ履行スルヨリ善キハナシ」。
薩摩の反乱が終焉した4日後の 9月28日の『東京日日新聞』に訪米体験のあ
る越中の人海内 果は紙幣増発の弊害を強調し，戦後財政の処理方法として「我
政府ハ国債ヲ内地二募リ速二此回増登ノ紙幣ヲ引上ゲ之ヲ茶毘一片ノ煙二付シ
紙幣減省ノ輿論二背カザルヲ以テ筒L後ノ第一策トコソ期セラルベシ」という論
稿を寄せた。他方， 10月11日の同新聞の寄書に「国債ノ弊ヲ論ズ」が掲載され
た。投稿者の中根正志は，外から欧米強国の虎視に晒され内に騒乱未だ定まら
ず，国庫乏しく負債が累増している「我國ノ現況」に於いて国債による財源調
達方法を採るならば，「莫大非常ノ財本ガ忽チ職工社會ヲ去リテ四散八出又一
ノ痕跡ヲ留メザルニ在リ」として内国債の発行に反対した。しかしながら「東
京日日新聞」の立場は，国債の発行や紙幣の増発によって歳入不足を補填して
も数年を経ずして，前者の場合には償還•利払いの不能によって公信用が損な
われ，また後者の場合には過剰流通により紙幣の市場価値が下落し経済混乱の
生じることは明白であるので， 行政の簡素化を通じて政府支出を削減し財政
の均衡を計ることが「戦後ノ財政ヲ脩ムルノ要訣」であるという見解であっ
た59)0 
西南の役の最中に現れた国債発行論は，かくして戦費調達と戦後財政の処理
問題との係わりに於いて議せられたものであった。そこでの論議は確かに後年
の国債発行論の中で提起された諸問題に先行するものであったが，少なくとも
起業公債の発行という性格の論議ではなかった。
1. 起業公債発行の賛否
起業公債発行の準備作業が政府部内で着々と進められていた最中の明治11年
4月10日，「東京日日新聞」の「雑報」欄に「我が政府は近々に内国債を一千
万圏ほど募集せられ此金額をもて第一に近江の湖水を宇治川へ切落して運輸の
59)明治10年10月31日号。
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便を開き第二に奥羽の荒地を開拓し第三に西京より敦賀港まで鐵道を築造する
等のことに使用せらる刃趣なり」という記事が掲載された。 この「不詳ノ風
整」はたちまち反響を呼び， 4月13日発行の『近事評論』（第122号）で採り上
げられた。内国債の目的について異論はないが，疲弊した国力と厳しい財政状
況の下で予算の20%に匹敵する規模の公共事業に着手するため内国債を発行し
ても「民力盪二其ノ募集二應ズルノ餘裕アランヤ」， また応募者があったとし
ても三つの事業全てについての成功は疑わしい。 10年度予算の説明にあったよ
うに「今ノ時ハ則チ政府ガ勉メテ用度ヲ節倹シ休養生息ノ道ヲ行ヒ只管ラ無事
ヲ希圏スベキ」であり，新聞報道が誤報であってほしいというのが論説の要旨
であった。
「大阪日報』は4月20日と21日の両日にわたり日本の鉄道の歴史を概説し，
鉄道の政治・経済・社会に及ぼす効果を論じて「国家永世無朽ノ便益ヲ開ク鐵
道新築」に賛意を表した社説（「京都大津間鐵道ノ新築」）の中で，鉄道建設は「尋
常ノ土木ヲ起ス者卜同日ノ談二非ルノ理ハ火ヲ見｝レヨリモ明カナルヲ知レ」と
経済及び財政的理由から京都大津間鉄道の建設をも不急の工事として反対する
『近事評論』の見解を批判した。このことは『大阪日報」が起業公債の発行に
ついて間接的に賛成したことを意味する。
これに対して 4月28日発行の『近事評論」（第125号）は鉄道建設の重要性を
認めつつも尚その為の内国債の発行に否定的であるが，そこでは財政的理由が
消え，国に憲法なく議院も未だ創設されず財政制度の整備されていない状況に
おいて「冗費濫用ノ患」の生じる可能性に対する危惧の存在が反対理由であっ
た。即ち「理財上ノ外面ヲ修飾スルニスギザルヲ以テ豫算外ノ費用ヲ起スガ如
キ亦夕何ゾ深ク怪ムニ足ランヤ」，京都大津間の鉄道建設費を「豫算二載セズ
将夕之ヲ豫算二載セザルモ轍ク之ヲ畢行スルガ如キハ亦夕甚シト言ハザルベケ
ンヤ」と。しかしながら，太政官第7号が布告された直後の 5月3日に発行さ
れた『近事評論』（第126号）は 1,250万円という予想を超えた巨額の内国債の
発行に驚愕し， 「一國ノ財政ヲ畢テニ三ノ有司二委シ今日上下共二最モ疲弊ヲ
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極ムルノ時節二於テ此ノ如キ事業ヲ起ス者果シテ萬全ノ良策ニシテ選モ其ノ危
険ヲ冒サズ能ク全國ノ公益ヲ興シ物産繁殖ノ道ヲ開キ内外ノ貿易ヲ盛ンニスル
ヲ得ベキ乎俵令ヒ其ノ目的ハ善良ナルモ其ノ方法完全ナラザル所無ヲ保セン
乎」と，法律・政治•財政諸制度の不備と国の経済的困窮を起業公債発行の反
対理由に挙げた。
起業公債証書発行条例が公布され募集活動が本格化するに従って，「近事評
論』の批判の論点が変わった。 5月13日発行の同誌（第128号）は起業公債収入
を既定の起業に充て，「約束ヲ守リテー文半銭ノ微糸卜雖モ決シテ之ヲ他二流
用スル」ことが無いよう大蔵当局に要望したが， 「世ノ論者動モスレバ運輸ノ
便ヲ開キ物産ノ利ヲ興ス等ヲ以テ政府ガ今回ノ募債ノ畢ヲ賛成シ喋々卜其ノ國
家二稗益アルベキヲ耕ジ我ハ募債ノ時機ヲ得タルヲ讃シ或ハ外国債ヲ募ルニ比
較シテ却テ之ヲ稲揚スルニ至モ未ダ能クー言ノ規簸ヲ呈シテ嘗局者ヲ戒擢セシ
ムル者アルヲ見ズ誠二歎スベキ哉」と論じた『近事評論」の立場はまさに四面
楚歌であったことを示している。起業公債はこのように理解ある世論のなかで
発行されたのである。
2. 起業公債の性格ー一応募は任意か強制か―
内務卿大久保利道の暗殺された 5月14日の「郵便報知新聞』に「本願寺教主
ノ出願書面ヲ讀ム」という社説が出た。 13日付の『東京日日新聞」で報道され
た大谷光尊法主の起業公債応募の協力方上申書は「献金懇願ノ書面二似」てい
るが，公債への応募は遊休資本の投下機会であり，「献納金ノ精神ヲ以テ」応
募するものではない。また本願寺がそのような精神で「各地門徒二勧諭懲憑セ
ントスルガ如キハ（中略）教法家卜理財家トノ地位ヲ混合シテ説法場裏二財政ヲ
談ジ信依渇仰ノ心二向テ政策ノ便否ヲ説明スルハ果シテ教主ノ道ナルカ」そし
て「恰カモ賽銭ノ積リニテ公債徴募二應ズ）レアラバ我輩ハ其事ノ宜シキヲ得ク
ルカ否カニ迷ハザルヲ得ズ且夫レ國二忠勤ノ心ヨリ財理ヲ門徒二演説シ若クハ
同志ヲ勧誘スルガ如キ畢行ハ果シテ教法家ノ本意ナルカ」と，同紙は公債と献
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金との混同，応募の動機，宗教家の募集活動への係わりの是非について疑問を
呈した。
5月18日発行の『近事評論』（第129号）も本願寺教主らの勧諭による門徒の
応募が強制されたものと誤解されないように，個人の自由を損なわない任意応
募を遵守するよう主張した60)。また同誌は地方政府の長官達の勧誘行為につい
ても批判の矢を向けた。地方政治の分野で中央政府の不干渉を要求している時
期に，個人の「命脈」である金銀の使途について政府が干渉するとは驚きであ
る。もし政府の政策に誤りが生じたならば，起業基金は消滅し公債の償還すら
危うくなる。そのため投資家が自らの資本を失って路頭に迷い餓死するような
ことになれば，応募を勧誘した者がその責任を負うとでもいうのか。そのこと
を考慮すれば，個人が資本を何に投下するかは個々人の「随意二任スルノ勝レ
ルニ如カザルナリ」61)。それはまた募集事務を委任された第一国立銀行頭取渋
沢栄一の勧誘活動についても当てはまる。募集を成功させるためとはいえ，彼
が起業政策の成果の見込みも立たないうちにそれについて述べることは世間の
疑惑を招き兼ねない軽率な行動ではないか62)と。他方，応募者のなかで数にお
いて少なく応募額において大きい「華族，僧侶，銀行其他平素二政府ノ保護金
ヲ受クル諸会社」が幕藩時代において御用金や冥加金を負担した豪商達と同じ
ような「官へ封シー分ノ御奉公金卜心得献金ノ情」をもって応募したことも
60) 5月22日の『大阪日報」に採用された「投書」（浪華仰信居士） も， わが国に仏教が
渡来してこの方「未ダ嘗テ僧家力理財主義ノ事二干渉シテ信男信女ヲ勧誘シタルノ例
アルヲ聞カス」， また大谷法主のように「理財ノ貼二注目セラルヽトハ又手々僧家二
，，ヽ珍シク（中略）物産興殖ノ要務タルヲ以テ極楽往生ノ素懐ヲ遂クル法教二調和シテ
説キ諭サレクランニハ平素活佛視スル所ノ法主ノ親諭ナレハ之ヲ政府へ献納セヨト云
，，ヽレテモ賽銭同様卜心得慎善知識ノ命ナリトテ欣々トシテ出金シ五萬ヤ八萬ノ金ヲ収
メ得ル事ハ手ヲ翻スヨリモ易々タルヘシ」と述ぺ，本願寺法主の勧誘が信心深い門徒
にとって強制性を帯びることに言及している。
61) , 「近事評論』明治11年6月8日発行，第133号。
62)同， 6月18日発行，第135号。
34 
明治前期における国債思想の展開（戒田） 985 
「意想ノ外」の好成績を収めた理由のひとつであると同誌は説いた63¥
『近事評論』の元世話人（主幹）であった横瀬文彦(1847ー不詳）64)も同じく府県
官吏の職務や教正の職掌という「官威ヲ以テ募集ノ方法二参スルノ弊」を憂慮
する。公債の意味を理解できない「無智無識ノ人民ガ官吏ノ説諭スル所ヲ以テ
命令ノ如ク誤認シ此ノ公債ヲシテ往昔ノ冥加金献金ノ如キ看ヲ倣サシムニ至ラ
バ（中略）他日外冦内憂ノ如キ國家不慮ノ緊急事有リテ臨時ノ公債ヲ要二嘗リ媒
二以外ノ妨害ヲ招ク事無ヲ得‘ノャ」と，現実の募集活動が人民の自由な応募と
いう本来の趣旨から乖離していることを指摘し，そのような方法が今後も通用
するとは限らないと彼は警告した65¥
渋沢栄一ら起業公債の募集事務を委任された銀行関係者の募集活動に対する
批判は無視できるとしても，封建時代から馴らされた“お上”のご威光や庶民
の信仰心を利用した応募勧誘が起業公債の本来の性格を歪めたことは否定でき
ないであろう 66)0 （未完）
63)同， 7月8日発行，第139号。
64) 『公文録』「明治十一年府県判任官進退録 二」所収の兵庫県「甲一六ー 職員任免
並郡区長害記任用届」（明治 12年1月31日）に「東京府平民 横瀬文彦 弘化四年丁
未六月生」と記されている。なお，横瀬の略歴については宮武外骨，西田長寿『明治
新聞雑誌関係者略伝」（みすず書房， 1985年） 297-8ページ，及び水野公寿「近事評
論・扶桑新誌・解説・総目次・索引』（不二出版， 1991年） 18-9ページ参照。
65) 「朝野新聞」明治1年6月22日号。
66)例えば，岐阜県下の某村で起業公債募集の説明会が催され，参会者に公債の意味や起
業の趣旨が説明されたけれども，話の内容が理解されず誰ひとり勧誘に応じなかった
ので，説諭者は「薔幕時代の風儀にて必ず幾日までに返答あるべしとて其會を終えし
に其の村の戸長も亦た人民相應の人にや今般何組とかよりお上の御用金を出せと厳重
の命あり段々御断り申し上げれども御聞入なきに附き一應御相談に及ぶと途方もなき
意味違いの言を述べしとぞ」という記事（『大坂日報」明治11年8月21日号， 及びこ
れを転載した『横濱毎日新聞」 8月24日号）， 或いは明治1年4月16日に大阪南御堂
で催された見奨大師の溢号供養会へ参詣にきた大勢の門徒たちが，境内に入ろうとし
て「追々押来る人敷は山の如く巡査は浮雲と制せられても田舎固氣の連中は踏まれよ
が轄ぼが厭やせぬ門跡様の門前で死すれば極楽往生蒲陀の来迎疑いなしと命も惜しま
ず押しかける」という記事（『大坂H報J4月18日号）はそれを裏付けるものである。
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